
出資法人等経営状況報告書

1作成年月日及び担当部署

作成年月 日 令和元年 8月 13日 担 当部 署 企画政策部 交通政策課

※以下は平成 31年 3月 31日 現在の内容です。

2法人等の概要

3組織

(単位 :人 )

4主 な事業

(1)一般乗合旅客自動車運送事業 (乗合バス事業)

(21-般貸切旅客自動車運送事業 (貸切バス事業 )

(31自 動車運転及び運行管理等の業務受託事業

14)

(5)

(6)

(7)

1

法人等名称 東頸バス 株式会社

代 表 者 名

代表取締役 白石 雅孝

回 常 勤 ■ 非常勤

■ プロパー   □ 市派遣 □ 市兼務 □ その他

所 在 地 新潟県上越市浦川原区顕聖寺 195番地 8

設立年月 日 平成 8年 8月 1日 資 本 金 30,000千 円 市出資割合 40.0%

設 立 目的

平成 9年 3月 のほくほく線開業により、バス利用者が減少 し既存バス事業者の経営

が危惧されたため、自治体がバス事業に積極的に関与し、旧東頸城地域における生活

交通の維持存続を図ることを目的に設立された。

理事 。

取締役

監事・

監査役
計

内訳

プロパー 市派遣 市兼務 その他

役
員

常勤 1 1 1

非常勤 4 3 7 3 1 3

計 5 3 8 4 1 3

職
員

正職員 9 9

臨時職員 20 20

パート職員雀 0

計 29 29



5事業実績 (概要 )

○ 上越市及び十日町市の一部地域 (旧東頸城地域)を主たる営業区域として一般乗合旅客自動

車運送事業 (乗合バス事業)、 r般貸切旅客自動車運送事業 (貸切バス事業)及び業務受託事業

により、当該地域の旅客輸送サービスを実施しました。

○ 一般乗合旅客自動車運送事業 (乗合バス事業) (単位 :千 円)

年度

項 目

平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

前年との

比較増減
前年比

運送収入 13,626 13,812 14,447 635 104.6%

運送雑収 170 276 409 133 148.2°/O

補助金 39,199 41,640 40,242 △ 1,398 96.6%

計 52,995 55,728 55,098 △ 630 98,9%
。大地の芸術祭の開催により路線バスの利用が増加したことから、運送収入は 14,447千 円 (対

前年比 104.6%)、 635千円の増収となりました。

○ 一般貸切旅客自動車運送事業 (貸切バス事業) (単位 :千円)

。冬の閑散期に、越後湯沢と松之山温泉間を結ぶシャトルバスを運行したことから、運送収

入は 19,200千 円 (対前年比 141.1%)、 5,594千 円の増収となりました。

○ 業務受託事業 (単位 :千 円)

・運転士不足により安塚区における庁用車運転業務の入札に参力日しなかったことから、受託

収入は 46,615千 円 (対前年比 93.2%)、 3,387千 円の減収となりました。

○ 営業収益 (売上高)及び営業費用 (単位 :千円)

※営業収益の ( )は、営業外収益と特別利益を含む収益総額、営業費用の ( )は、営業外費用と特別損
失を含む費用総額。

。営業収益が増加 したことにより、前期で赤字 となつた営業利益は 1,347千円増の黒字 とな

り、当期純利益は 1,740千 円 (対前年比 107.3%)、 ■9千円増 とな りま した。

年度

項 目

平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

前年との

比較増減
前年比

運送収入 15,326 13,606 19,200 5,594 141.1°/O

運送雑収 390 280 311 31 111.10/O

計 15,716 13,886 19,511 5,625 140.5%

年度 平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

前年との

比較増減
前年比

受話収入 46,794 50,002 46,615 △ 3,387 93.2%

年度 平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

前年との

比較増減
前年比

営業収益
(118,971)

115,505

(122,577)

119,616

(123,396)

121,224

(819)

1,608

(100,7%)
101.3°/O

営業費用
(115,497)

114,554

(119,896)

119,708

(120,631)

119,968

(735)

260

(100.6%)
100.2%

税引前当期純利益 a 3,474 2,681 2,765 84 103.1%

法人税等 b 1,300 1,060 1,025 △ 35 96.7%
当期純利益 a―b 2,174 1,621 1,740 119 107.30/O

2



6財務状況

(単位 :千 円)

項  目

第 21期

自 平成 28年 4月 1日

至 平成29年 3月 31日

第 22期

自 平成 29年 4月 1日

至 平成 30年 3月 31日

第 23期

自 平成 80年 4月 1日

至 平成 31年 3月 31日

備 考

損
益
計
算
書

営業収益 (売上高) 115,505 119,616 121,224

営業費用 114,554 119,708 119,968

100,598 106,601 105,621

13,956 13,107 14,347

営業利益 951 △ 92 1,256

営業外収益 3,332 2,868 2,172

営業外費用 237 83 109

経常利益 4,046 2,688 3,319

特別利益 134 98 0

特別損失 706 105 554

税引前当期純利益 3,474 2,681 2,765

法人税等 1,300 1,060 1,025

当期純利益 2,174 1,621 1,740

項 目 平成29年 3月 31日現在 平成30年 3月 31日現在 平成 31年 3月 31日現在 備 考

貸
借
対
照
表

資 産 97,664 100,509 104,602

負 債 30,132 32,256 35,509

純資産 67,532 68,253 69,098

30,000 80,000 30,000

37,582 38,253 39 098

0 0 0

3



7経営状況の予備的診断

予備的診断フロー

No

Yes No

評価 A-1

※ この評価に関連する特殊な事情又は要因など特記すべき事項

Yes

Yes

No

A-1
単年度黒字か

A-2

累不責欠損金
があるか

A-3累積欠損金が資本
金の50%未満

単年度黒宇か

A-4

累積欠損金が資本
金の50%以上 B

評価基準 備考

A-1 累積欠損金がなく、単年度黒字の

場合
引き続き経営努力を
行う。

A-2 累積久損金がなく、単年度赤字の

場合

複数年の経過 を注視
しなが ら引き続 き経
営努力を行 う。

A-3 累積久損金が資本企の 50%未満
で、単年度黒字の場合

経営改善の努力を要
する。

A-4 累積久損金が資本金の 50%未満
で、単年度赤字の場合

経営改善の一層の努
力を要する。

B 累積欠損金が資本金の 50%以上の

場合

事業の見直 し等 も含
めた抜本的な経営改
善を要する。
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8市の関与の.状況

(1)市の委託額

修)市 の財政援助額

9今後の経営計画等

(1)次期事業計画

[事業方針 ]

(1)上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画・提案を行い、地域密着の事業展開を図る。

(2)コ ス トの削減と生産性を高め、競争力の強化を図る。

(3)道路運送法第 78条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業務の受注を図る。

(4)事業エリアを中心とする貸切の情報収集を図り、需要の維持に努める。

(5)人 にやさしいバス、「安心・安全」な運行を責務とし、地域のためのバスを目指す。

[人員計画]

全体 28(19)人  内訳 :事務係 3(2)人、運行係 2(1)人、運転± 22(16)人、車両係 1[兼務]人

※平成 31年 4月 1日 基準

※ ()内 は内数で、嘱託・臨時従業員

[車両計画]

乗合 :9両

貸切 :2両

中長期経営計画 無

5

内訳 平成 23年度 平成 29年度 平成 30年度 備考 (平成 30年度受託先)

① スクールバス運転業務 33,338 33,458 32,713 安塚区 。牧区

② 庁用車運転業務 4,767 5,167 2,549 三 和 区

③ 給食運搬車運転業務 838 841 943 牧 区

計 88,943 39,466 36,205

(単位 :千円)

(単位 :千円)

内訳 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 備考

① 補助金 (助成金) 11,085 9,974 9,021 バス運行対策費補助金

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 11,085 9,974 9,021

(別 中長期経営計画





第  23 期

事 業 報 告 書

自 平成 30年 4月  1日

至 平成 31年 9月 31日

♂ 薫環
「

係 が汗打す冨~~'オ
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第 23期 事 業 報 告

(平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで)

I.会社の現況に関する事項(事業の経過及びその成果)

当期も上越市及び十日町市の一部(旧東頸城郡)を主たる営業区域としてバス11両、従業

員29名 体侑Jで事業展開を図つて参りました。

(1)乗合事業においては、自然減に歯止めがかからない中、「大地の芸術祭」の来訪者に

よるバス利用で、前年を上回る結果となりました。

運送収入は 14,447千円 (対前年比 104.6%)と 、増加いたしました。

平成30補助年度に係る経常欠損補助につきましては、国、上越市、十 日町市から申請

どおり受給することが出来ました。

よつて、運行費補助金 40,242千円を含めた運送収入は54,689千 円 (姑前年比 98.6%)

となり、763千円の減収となりました。

(2)貸切事業の運送収入は 19,200千円 (対前年比 141.1%)、 冬の閑散期62日 間のシャト

ルバスの運行等により、昨年に比べ 5,594千円の増収となりました。

(3)運転業務受託事業では、乗務員不足から1業務の受注を減らしたこと1こより、46,615千

円 (対前年比 93.2%)、 3,387千 円の減収となりました。

以上のとおり、収益全体では 123,396千円(対前年比 100,7%)で前年度を819千円上

回りました。                                .

一方、支出では、賃金の引上げ、燃料単価の上昇等がありましたが、経費の節約に努

めた結果、法人税等を除く支出総額で 120,631千 円(姑前年比 100.6%)、 735千円と最小

限の増加に留めることが出来ました。

これらにより、今期の税引き前利益は 2,765千 円(姑前年比 103.1%)となり、税引後の当

期純利益は1,740千円とわずかですが計上することができました。

よって、株主配当は1株 1,500円 l酉己当率3%)、 配当総額90万 円でご了承いただきま

すようお願い申し上げます。

令和元年度につきましても、市営バスの受注が出来なかったところもあった事など厳し

い事業環境でありますが、「安心・安全」を最優先事項として事業を行つてまいります。株主

様には、更なるご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。

7
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1.財産及び損益の状況の推移

期 平成 26年度

(第 19期 )

平成 27年度

(第 20期 )

平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

売上高   (千 円)

(119,047)

78,178

(107,715)

66,485

(115,505)

76,306

(119,616)

77,976

(121,224)

80,982

経常利益  (千円)

(3,652)

△37,217

(3,871)

△ 37,359

(4,046)

△ 35,153

(2,688)

△ 38,952

(3,319)

△ 36,923

当期純利益  (千円) 3,252 3,021 2,174 1,621 1,740

1株当たり

当期純利益
(円 ) 5 420 5 035 3,623 2 702 2,900

総資産    (千 円) 91,873 91,660 97,664 100,509 104,602

純資産    (千 円) 64,137 66,258 67,531 68,253 69,093

(al、 売上高、経常利益の( )内の数字は、次のバス運行費補助金収入を含んでお ります。

平成 26年度 40,869千円 平成 27年度 41,230千円 平成 28年度 39,199千円

平成 29年度 41,640千円 平成 30年度 40,242千円

2.事業別成績表

(1)一 般乗合旅客自動車運送事業営業成績

( )内の数字は、次のバス運行費補助金収入を含んでおります。

平成 26年度 40,869千円 平成 27年度 41,230千円 平成 尾8年度 89,199千円

平成 29年度千円 41,640千円 平成 30年度 40,242千円

期

区分

平成 26年度

(第 19期 )

平成 27年度

(第 20期 )

平成 28年度

(第 21期 )

平成 29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

前年姑比

運送収入   (千 円)

(55,066)

14,197

(55,273)

14,043

(52,825)

13,626

(55,452)

13,812

(54,689)

14,447

(98,6)%

104.6

運送雑収   (千円) 337 259 170 276 409 148,2

計 (千円)

(55,403)

14,534

(55,532)

14,302

(52,995)

13,796

(55,728)

14,088

(55,098)

14,856

(98.9)

105。 5

乗車人員 (人) 66,523 64,214 67,874 72,369 71,440 98,7

実車走行
キ

(キ ぃ) 219,678 222,682 221,421 226,443 226,788 100.2

在籍車両数   (両 ) 9 8 9 9 9 100.0

使用延日車数  (日 数 ) 1,939 1,934 1,913 1,922 1,922 100,0

キロ当たり

収  入
(円 )

(250,67)

64.63

(248.21)

63.06

(238.57)

6と ,54

(244.88)

61.00

(24と 。15)

63.70

(98.5)

104.4

2
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(2)一 般貸切旅客自動車運送事業営業成績

(3)業 務受託業営業成績

3.平成 30補助年度生活交通確保対策運行費補助金の受給状況

( )は内数で、県単独補助対象系統数

上越市の単独補助額には、国のフィータ―゙系統に係る単独補助金額を含む

期 平成26年度

(第 19期 )

平成27年度

(第 20期 )

平成28年度

(第 21期 )

平成29年度

(第 22期 )

平成 30年度

(第 23期 )

前年対比

運送収入   (千円) 12,884 19,134 15,326 13,606 19,200 141.l°/0

運送雑収  (千円) 367 221 390 280 311 l

計 (千円) 13,251 19,355 15,716 13,886 19,511 140.5

乗車人員   (人 ) 17,919 13,459 9,717 7,432 5,479 73.7

実車走行キロ  (キコ) 35,922 39,707 3と ,664 37,407 50,463 134.9

在籍車両数   (両 ) 2 2 2 2 2 100.0

使用延日車数  (日 車) 236 362 234 194 293 151.0

期

区分

平成26年度

(第 19期 )

平成 27年度

(第 20期 )

平成28年度

(第 21期 )

平成29年度

(第 22期)

平成 30年度

(第 23期 )

前年対比

受託収入   (千円) 50,393 32,828 46,794 50,002 46,615 93.2%

市町村名 系統数
運行費補助金

計
制度補助 単独補助

国

(フ ィい夕―゙系統)

7
4

千円

524
千円

0 4
千円

524

新潟県 0 0 0 0

上越市
8

(0)
0 9 021 9,021

十日町市
4

(0)
0 26, 697 26, 697

合  計 19 4 524 35,718 40, 242

9
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4.事業所の所在地

5,従業員の状況 (各年度 3月 31日 現在 )

※ 表中、 ( )内数字で60歳以上の再雇用者、臨時者、パー ト者数を示す。

平成 24年度から整備工は、乗務員が兼務

6.車 両 の 状 況 (各年度 3月 31日 現在 )

年 度 別 乗  合 貸  切 自家用 計

平成26年度 9 2 l 12

平成27年度 8 2 1 11

平成28年度 9 2 1 12

平成29年度 9 2 1 12

平成30年度 9 2 1 12

Ⅱ 会社の状況に関す る事項

,株式の状況

(1)発行可能株式総数

(2)発行済株式の総数

(3)当 事業年度末の株主数

(4)上位 10名の株主

(平成 31年 3月 31日 現在)

2,400株

600株

3名

1

名  称 所  在  地 電 話 番 号

本社営業所 新潟県上越市潮 II原 区頭聖寺195番地 8 025-599-2312

松之山車庫 新潟県十日町市松之山湯本1860番地1 025-596-2066

年 度 別 事務員 運行管理 運転士 整備工 計

平成26年度 3(2) 2 21(13) 0 26(15)

平成27年度 3(2) 2(1) 1 8 (ll) 0 23(14)

平成28年度 3(2) 2(1) 2 1(14) 0 26(17)

平成29年度 3(2) 2(1) 22(16) 0 27(19)

平成30年度 4(2) 1(1) 24(17) 0 29(20)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

上   越   市 240株 40%

十  日 町  市 120株 20%

頸城自動車株式会社 240株 40%

4

10



了

2 会社役員の状況  (平成 31年 3月 31日 現在 )

(1)取締役及び監査役の状況    ―

取締役社長 (代表取締役)  (頸城自動車い代表取締役副社長)

取締役冨J社長       (上 越市副市長)

取締役副社長        (十 日町市副市長)

駁締役専務 (代表取締役)  (常  勤)

取 締 役         (頸 城自動車l抑代表取締役社長))

監 査 役         (渡 辺佐千雄税理士事務所 所長)

監 査 役         (十 日町市会計管理者)

監 査 役         (頸 城自動車l抑取締役経営管理部長)

報  酬

取締役及び監査役に支払つた報 の総額

16 8 23日
にお い て 年額 650万円以内と決議いただいておりま

2.監査役の報酬
―
限度額は、

年額48万円以内と決議予
平成 8年 7月 22日 開催の
た`だいております。

白石 雅孝

野口 和広

村山  潤

高橋 常雄

山田 知治

渡辺 佐千雄

小杉 綾子

渡逃  満

(2)

す。
発起人決議において

Q

区  分 繰 支 給 額 捕 要

取 締 役 3名 5,760,000円

監 査 役 2名 240,000円

合  計 5名 6,000,000円

11
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貸  借  対  照  表

(平成31年 3月 31日 現在 )

科    目 金  額 科    目 金  額

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

の 他 流 動 資 産

倒  引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

車        両

建       物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他  投  資

掛

収  入

払  費

現

預

売

未

前

そ

貸

金

金

金

金

用

87,557.558

698,192

66,013,979

15,879,659

4,571,871

373,776

110,081

△ 90,000

17,044,337

16,471,530

11,773,663

192,359

1

475,550

4,029,957

250=577

250,577

322,730

322,730

円 (負 債 の 部 )

流 動 負 債

買   掛    金

未    払   金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預    り   金

前 受 収 益

従 業 員 預 り 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰 労引当金

25,199,821

2,698,937

1,280,394

1,103,772

489,900

2,221,400

1,871,529

143,689

15,390,200

10,309,700

8,319,700

1,990,000

円

負 債 合 計 35:509,521

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利 益茶1余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

(純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資   本   金

69,092,874

30,000,000

39,092,874

600,000

38,492,874

3,000,000

35,492,874

純 資 産 合 計 69,092,874

資 産 合 計 104,602,395 負 債 ・ 純 資 産 合 計 104,602,395

-6-
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損  益  計  算  書

(平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで)

科 目 金 額

冗 上    高

旅 客 自 動 車 運 送 事 業 収 益

付  帯  事  業  収  益

円

74,608,981

46,614,720

円

121,223,701

冗 上   原   価

旅 客 自動 車 運 送 事 業 運 送 費

付 帯 事 業 売 上 原 価

65,228,037

40,392,645 105,620,682

売 上 総 利 益 15,603,019

販 売 費 及 び一 般 管 理 費 14,347,494

営 業 利 益 1,255,525

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ  の  他  の  収  益

9,859

2,162,938 2,172,797

営 業 外 費 用

支

そ

払 禾ll ′急

の 他 の 費 用

82,120

27,050 109,170

経 常 利 益 3,319,152

特   別   利   益

ネ市 助 金 0

特   別   損   失

そ の 他 特 別 損 失 554,000

554,000

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

当   期   純   利   益

2,765,152

1,924,900

1,740,252

-7-
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株主資本等変動計算書

(平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで)

∞

ユ
ヽ

純資産合計

円

68,252,622

△ 900,000

1,740,252

840,252

69,092,874

株 主 資 本

株主資本
合計

円

68,252,622

△ 900,000

1,740,252

840,252

69,092,874

利 益 剰 余 金

利益剰余金

合計

円

38,252,622

△ 900,000

1,740,252

840,252

89,092,874

その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

円

34,742,622

△ 900,000

△ 90,000

1,740,252

750,252

35,492,874

別途積立金

円

3,000,000

3,000,000

利益準備金

510,000

90,000

90, 000

600,000

資 本 金

円

30,000,000

30,000,000

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

剰余金の配当

剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立て

別途積立金の積立て

当期純利益

当期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高



個  別 注  記  表

(平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで)

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)固定資産の減価償却の方法

① 有形 固定資産 …・・・…

② 無形 固定資産 ………

(2)引 当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 …・・・・中

2.賞借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額

(2)親会社に対する金銭債権及び金銭債務

短  期  債  権

短 期 債 務

3.損益計算書に関する注記

(1)親会社との取引高

営  業  収  益

営 業 費 用

4.株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

普  通  株  式

(2)剰余金の配当に関する事項

①配当金の支払額

5。 1株当たり情報に関する注記

(1)1株当たり純資産額

(2)1株当たり当期純利益

法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

28,543,070円

1,315,306円

864,873円

1,067,477円

13,624,044円

115,154円 79銭

2,900円 42銭

-9-
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② 退職給付引当金

債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に定める繰入限度相当

額 (法定繰入率)を計上しております。

従業員の退職金支給に備えるため、期末における退職給付債務の

見込額に基づく必要額を計上しております。

役員の退職慰労金支給に備えるため、内規による期末要支給額に

基づく必要額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

(3)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によつております。

(4)消費税等の会計処理方法                             .
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

600株

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

令和元年5月 23日 開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

予定しております。

配当額の総額            900,000円
1株当たりの配当額           1,500円
基準日            平成31年3月 31日

効力発生日           令和元年5月 24日

配当原資            繰越利益剰余金

決  議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり

配当額
基 準 日 効力発生日

平成30年 5月 24日

定時株主総会
普通株式 900,000円 1,500円 平成30年 3月 31日 平成30年 5月 25日



監 査 報 告 書

私たち監査役は、平成 30年 4月 1目‐から平癖 士年 3月 34目壊委 の第

23期事業年度に係る計算書類及びその附属明細書を監査いたしました。そ

の方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

なお、当会社の監査役は、定款第27条に定めるところにより、監査の範

囲が会計に関するものに限定されているため、事業報告を監査する権限を有

しておりません。

1.監査の方法及びその内容

各監査役は、取締役等から会計に関する職務の執行状況を聴取し、会計

に関する重要な決裁書類等を閲覧いたしました。また、会計帳簿又はこれ

に関する資料を調査し、当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)f及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。

2.監査の結果

計算書類及びその附属明細書は、会社の計産及び損益の状況をすべて重

要な点において適正に表示 しているものと認めます。

令和元年 5月 14日

東 頸 バ ス 株 式 会 社

監 査 役

監 査 役

抜 乏廃今燿⑬

監査役 ァ↓`彬 ¥後、移③

波 逸 石建
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資料 4

令和元年度の事業計画について

◇ =般 方 針 ◇ Ⅲ         .
事業環境の激変する中、「会社と雇用」を守るため、最大限の努力を傾喜

することから次の方針を策定する。         コ

(1)上越市、十日町市が策定する「交通計画」に参画・提案を行い、地域密着の

事業展開を図る。

(2)平ストの隣J減と生産性を高め、競争力の強化を図る。         ・

(3)道路運送法第78条の市町村運営有償運送の運転代行業務及び運行管理業務

の受注を図る
.。

(4)事業エリアを中心とする貸切の情報収集を図りヽ 需要の維持に努める。

(5)人にやさしいバス、「安心・安余」な運行を責務とし、地域のためのバスをめぎす。

◇ 事 業 計 画 ◇ ・

[乗 合 事 業 〕   i
(1).方 針      t               ′

①上越市「上越市地域公共交通再編実施計画」、十日町市「地域生活基本計

画」に合わせだ運行形態を確立し、地域生活交通の維持・確保に努める。

②ヽ「安心・安全」がバス事業に携わるものの使命であることを自覚し、社内

規律の保持と自動車事故防止、サーどス向上に努ある。

③経費削減とロー▼スト体質の確立に努める。

(2)運行計画

①運行計画

4月 十日町線・浦田線 日曜 '祝 日?最終便連体

②人員計画  10ページに記裁

③車両計画

イ、車両数・・・実働車6両  予備車3両  弦9両

口、車両更新・・・なし

1               10ペ ージに記載

④ダイヤ計画                       、

両市との協議を進め、路線の維持確保をはかるともに、利用しやすく効率

的なダイヤ作成に努める。

(

)

8

」、
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(2)労務関係    ‐

① 健康診断の100%受診により、健康管理の維持向上を図る。′

② 2次検診該当者の再受診の把握と,点呼時の健康状況のチェック。

(健康に起因する事故防止)

③ 睡眠時無呼吸症候群 (SAS)ス クリ考ニング検査の実施。

(3)監理関係

① 「運輸安全マネジメゾト」を推進し、輸送の安全性の向上に努める。

②自動車事故対策機構の適性診断 ,適齢診断受診を活用し、安全運転の自覚

と徹寒を図る。

③点呼執行基準に基づく点呼の厳正を期すとともに、業務指導の充実を図る。

④貸切バス事業者安全隆評価認定制度の更新。令和元年度内に準備、令和 2年

8月 に更新申請と

(4)職種別従業員=覧
表  (4月 1日 基準)

職   種 30年度 81年度

事 務 係 3  (2) 3   (2)

運 行 係 2  (1) 2(1)

運 転 士 20(16) 22(■ 6)

車 両 係 1  財 ] 1昧 翻

合   計 26(19) 28(19)

(注)① ( )内は内数で、嘱託。臨時従業員 ②車両係は(乗務員を兼ねる

(5)年式 。車種別車両一覧表

堂

年度別 平成 30年 4月 1日 現在 . 平成 31年 4月 1日 現在

事業別 乗 ・ 合 貸  切 乗  合 貸  切

年式 。車種 大 1中 1小 大 1中 1小 大 1中 ∫小 大 1中 1小

平成 7年 1 1

11年 1 1

12年 1 1 1 1

13年 1 卜   I

15年 ・１ 1 1 2 1 1

■ 9年 1 1

21年 1 1

29年 1 1

計 ■ 1414 12 41 4 2

合 計 9 2 9 2

車 令 ■3.6年 19. 1年 14,3年 20.1年

‐10‐
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〔貸 切 事 業、〕

(1)方 針

①地域に根ざした営業括動を展開し、稼イ動率の向上と増収に努める。

②頸城自動車及びマルケーバスグループ各社との業務連携を強化し、受注拡

‐大に努める。

⑥直受比率を高める。

、
と 'イ _貸切情報提供謝礼制

事
の活用を図る。→30年度 3件 34万円の受注。

口.従業員総参加による貸切情報収集に努め、受注増を図る。

ハ.グリーシツテーの単発コエス募集による集客拡大により、貸切車の増

i  収を図る。→ 東″頂バス謝恩ツアー 30年度 (秋 1回 21名 。春1回
'                19名

)

④乗務員のサービスとマナー向上に努める。

⑤出先での社内規律の保持と自動車事故防止に努めると      .
(2)車両関係  ′

イ.小型 2両  計 2両 10ペユジに記載

F.車両の更新 なし            ´

〔業 務 受 託 業〕

(1)方 針       '1
①道路運送法第 78条「市町村運営有償連送」によるバスの運転代行業務及

び運行管理業務の受注と適Iな管理を図る。

(2)市町村運営有償運送の受注状況

① 十日町市市営バス(″占(之山支戸
~り

F)|。 7両          ‐

② 牧区スクールバス運行業務 ・。・3両      ,
(3)その他の受注状況                     、

① 庁用自動車運転業務    , ・       ・

「マイクロバス :三和区」
′

③ 校外学習スクールバス運行業務 (牧区J             十
. 

④ 牧小学校給食運搬業務

⑤ 牧中学校部活動参加生徒下校運行業務

〔業 務 計 画 〕

(1)業務関係  f
① 効率的な業務の改善に努める。

② 月次予算管理の充実を図るとともに予算の適正な執行に努める。

19
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資料 3
平成30年度決算並びに令和元年度予算について

科  目
平成30年度決算

①

令和元年度予算

②
②/① 備  考

営 業 収 入

千円

121,224

千円

99.469

%

82.1

乗   合 14,856 13.749 92.5

乗合補助金 40.242 41,640 103.5

貸   切 19,511 14,610 74.9

業務受託 46,615 29,470 63.2

営 業 外 収 益 2,172 2.081 95.8

特 別 利 益 0 0

収 入 計 123,396 101,550 82.3

営 業 費 用

千円

119,968

千円

105,663

%

88.1

人 件 費 78,774 64,241 81.6

経   費 35,116 34.438 98.1

減価償却費 6,078 6,984 114.9

営 業 外 費 用 109 200 183.5

特 別 損 失 554 0 0.0

支  出 計 120,631 105,863 87.3

税引前当期純利益 2,765 -4,313

法人税・住民税及び事業税 1,025

当期純利益 1,740

年間賞与 1.1カ月 年間賞与 0.5カ月
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